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１ 計画策定の趣旨  

  人口減少・少子高齢化等による家族形態の変化、就労の多様化、地域コミュ

ニティの希薄化など、子ども・子育てを取り巻く環境は大きく変化しており、

社会全体で子ども・子育てを支援する環境を整えることが必要不可欠です。 

  また、仕事と家庭を両立できる環境の整備等により、就労希望を持つ女性や

職場でのステップアップを希望する女性が、その思いを叶えることができる社

会、ひいては、男女がともに多様な生き方、働き方を実現できる、ゆとりある

持続可能な社会の実現が求められています。 

  この計画は、次世代育成支援対策推進法（平成 15 年法律第 120 号）第 19 条

及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27年法律第 64

号）第 19 条に基づき作成する特定事業主行動計画です。 

  特定事業主行動計画とは、国の各府省や地方公共団体等が事業主としての立

場から、職員が安心して職務に精励することができるよう、職場をあげて支援

に取り組むための行動計画です。今般、第２次特定事業主行動計画の計画期間

が満了すること及び次世代育成支援対策推進法の有効期限が 10年間延長され、

令和 17 年３月 31 日までとなったことから、これまでの計画で積み重ねてきた

取り組みを更に発展させ、国の目標も踏まえながら、性別やライフステージに

関わらず活躍できる職場の実現を目指します。 

 

２ これまでの歩み 

町では、「内子町特定事業主行動計画」（平成28年度～令和２年度）、「内子町

女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画」（平成28年度～令和２年度）

を策定し、職員が安心して子どもを生み育てることができる勤務環境の整備や女性

職員の育成・活躍に向け、取組んできました。  

さらには、女性の活躍推進は子育て支援と一体的に取り組むことが効果的である

ため、次世代法及び女性活躍推進法の双方の趣旨を踏まえた一体的な計画となる

「内子町特定事業主行動計画（次世代育成支援・女性活躍推進）」（令和３年度～

令和７年度）を策定し、引き続き、職員が子どもたちを健やかに育成できる環境づ

くりを進めるとともに、性別に関わらず、すべての職員が働きがいをもっていきい

きと活躍できる職場を目指して取り組みを進めてきました。この５年間の状況につ

いては以下のとおりです。 

 

〇男性の育児休業取得率（次世代法・女性活躍推進法）  

項目 

令和７ 

年度 

目標値 

実   績 参考：全国平

均（令和６年

度）※１ 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

育児休業

取得率 
10％ 0％ 0％ 12.5％ 0％ 7.69％ 40.4% 
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〇男性の配偶者の出産休暇取得率（次世代法・女性活躍推進法）  

項目 
７年度

目標値 

実   績  参考：全国平

均（令和６年

度）※１ 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

配偶者出

産休暇取

得率 

100％ 100％ 83.3％ 66.6％ 100％ 

 

100％ 81.5% 

育児参加

休暇取得

率 

100％ 0％ 16.6％ 33.3％ 33.3％ 

 

0％ 67.4％ 

男性職員取得対象

者 
3 6 3 3 2  

 

「配偶者出産休暇」…妻が出産のために入院した日から出産後２週間の期間に２

日の範囲内で取得できる休暇  

「育児参加休暇」…妻の出産予定日の６週間前の日から出産後８週間（令和４年 10

月以降は出産後１年）の期間に５日の範囲内で取得できる休暇 

 

〇時間外勤務時間数（次世代法・女性活躍推進法）  

 

〇年次有給休暇取得日数（次世代法） 

 

項目 

令 和７

年 度目

標値 

実   績 参考：全国平

均（令和６年

度）※１ ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

職員１人当

たり年間時

間外勤務時

間数 

縮減 
106 

時間 

109 

時間 

118 

時間 

130 

時間 

116 

時間 

140 

時間 

項目 

令和７ 

年度 

目標値 

実   績 参考：全国

平均（令和

６年）※１ 
２年 ３年 ４年 ５年 ６年 

職員１人当た

り年次有給休 

暇取得日数 

12 日 9.2 日 9.4 日 10.7 日 11.4 日 12.2 日 14.0 日 
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〇課長補佐級以上の女性職員割合（女性活躍推進法） 

項目 
令和７年

度目標値 

実   績 参考：全国市

区町村の平

均（令和６年

度）※２ 

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

管理的地位に

ある職員に占

める女性割合 

30％ 19.3％ 24.1％ 25.8％ 24.2％ 24.6％ 25.9％ 

  

 

※１ 総務省：令和６年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査 

※２ 内閣府：地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関する施策

の推進状況    

 

３ 本計画の期間  

令和８年度から令和12年度までの５年間とします。 ただし、計画期間中であ

っても、必要に応じて見直しを行います。 

 

４ 計画の推進体制等 

（１）次世代育成支援施策及び女性活躍推進施策の周知・啓発を行います。 

（２）次世代育成支援施策及び女性活躍推進施策に関する相談窓口を引き続き設置

します。 

（３）毎年度、実施状況を点検・評価し、必要に応じて取り組み内容に反映します。 

（４）毎年度、本計画に基づく取組の実施状況をホームページで公表します。 

 

５ 計画の具体的な内容   

※以下、「次世代法」に基づく内容は【次世代】、「女性活躍推進法」に基 

づく内容は【女性活躍】と表記します。 

 

（１）妊娠中及び出産後における配慮【次世代・女性活躍】 

 

ア 母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度や

出産費用の給付等の経済的支援措置について周知を図ります。 

 

イ 職員の希望に応じて、出産や育児に関する休暇の個別相談を行います。 

 

ウ 妊娠中の職員の健康や安全に配慮し、業務分担の見直しを行います。 
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エ 妊娠中の職員に対しては、本人の希望に応じ、時間外勤務を原則として 

命じないこととします。 

 

オ ハラスメントの防止について職員に周知するとともに、相談窓口を総務課

に設置します。 

 

（２）男性の子育て目的の休暇等の取得促進【次世代・女性活躍】 

 

すべての男性職員が取得できる子どもの出生時における配偶者出産休暇 

（２日間）や育児参加休暇（５日間）の取得促進について周知を図ります。 

また、配偶者が出産予定であるとの情報があれば、対象職員へ個別に情報提

供を行います。 

    

 

（３）育児休業等を取得しやすい環境の整備等【次世代・女性活躍】 

 

ア 育児休業等に関する資料を職員が閲覧できるグループウエア等掲示板等に

情報掲載し、制度の周知を図るとともに、特に男性職員の出生後１年以内の

育児休業等の取得促進について周知を図ります。 

 

イ 育児休業の取得の申し出があった場合、所属長は当該課等において業務分

担の見直しを行い、取得しやすい環境づくりに努めます。 

  

ウ 課長会の会議において、総務課から育児休業等の制度の趣旨を徹底させ、 

職場の意識改革を行います。  

 

エ 育児休業中の職員の円滑な職場復帰を支援するため、希望する休業中の職

員へ、育児に関する制度や業務に関する情報提供を行うとともに、復職時に

は、業務復帰に必要な研修等を行います。 

 

オ 課等の人員配置等によって、育児休業中の職員の業務を遂行することが 

困難なときは、適切な代替要員の確保に努めます。  

 

 

（４）時間外勤務の縮減【次世代・女性活躍】 

 

ア 深夜勤務及び時間外勤務の制限 

小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員の深夜勤務及び時間外勤
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務を制限する制度について周知を図ります。 

 

イ 一斉定時退庁日等（ノー残業デー）の実施 

既に設定されている原則毎週金曜日を定時退庁日とし、一斉消灯や庁内掲

示板等による意識喚起を図るとともに、課長等による定時退庁の率先垂範を

行います。（金曜日が困難な職場にあっては、他の曜日の設定も可としま

す。）  

 

ウ 事務の簡素合理化の推進 

課内会議等を通じて、日常的な業務の見直しを行い、効率的な事務遂行を

図ります。  

 

エ 時間外勤務の縮減のための意識啓発等 

総務課長は、各課等の時間外勤務の状況を把握し、課長等を通じて時間外

勤務削減のための取組に努めます。また、恒常的に時間外勤務の多い職場や

特定の職員については、当該課長等からのヒアリングを行った上で、改善を

喚起します。  

 

（５）休暇の取得の促進【次世代・女性活躍】 

 

ア 年次休暇の取得の促進 

   総務課は、年の取得目標「最低10日」を掲げ、課長会等において取得促進

を議題とするなど、職員の理解を深めます。 

所属長は、各職場の実情に応じ、職員に定期的に休暇の取得を促すなど職 

場の意識改革を行うと共に、取得計画表を作成するなどして、休みやすい環

境づくりを行います。 また、安心して職員が年次休暇の取得ができるよ

う、職場において事務処理の相互応援ができる体制の整備に努めます。  

 

イ 連続休暇等の取得の促進 

月曜日や金曜日と休日、国民の祝日や夏季休暇等との組み合わせで年次休

暇を取得することにより連続休暇の取得促進を図ります。  

子どもの学校行事、職員やその家族の誕生日、結婚記念日等の家族の記念

日における年次休暇の取得促進を図ります。  

ゴールデン・ウィークやお盆期間における公式会議の自粛を行います。  

 

ウ 家族の看護等を行う等のための特別休暇の取得の促進 

家族の看護休暇等の特別休暇を周知するとともに、その取得を希望する職

員に対して、100％取得できる雰囲気の醸成に努めます。 
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（６）人事評価への反映 

事務の効率化や時間外勤務の削減、年次休暇を取得しやすい雰囲気づくりな

ど、仕事と家庭生活の調和の推進に資する取組みを人事評価において適正に評

価します。 

 

（７）介護と仕事の両立をしやすい環境の整備 

 

  ア 職員に介護に関する制度の内容や手続き等の情報を提供し、制度の活用を

促します。 

  

  イ 管理職を中心に介護への理解を深め職場全体で支え合う雰囲気を作ると

共に、介護による勤務時間の制約や長期休業が必要となった場合に備え、

業務分担の見直しや代替要員の確保等を検討します。 

 

ウ 介護休業中の職員の円滑な職場復帰を支援するため、復職時には、当該課

等において業務復帰に必要な研修やサポート等を行います。 

 

エ 職員の希望に応じて、介護と仕事の両立に関する個別相談を行います。 

 

（８）性差に関わらないキャリア形成支援【女性活躍】 

 

ア 性差に関係なく家事や育児を担うことが一般的となりつつある中、男女共

に仕事と家庭生活を両立しながらキャリア形成を図ることができる職場環

境づくりを目指します。 

 

イ 女性職員が配置されていなかった職務のポストについても、適性を見極め

ながら配置します。 

 

（９）職場のハラスメント防止対策【女性活躍】 

 

ア セクシュアルハラスメント、パワーハラスメント、マタニティハラスメ 

ント等のさまざまなハラスメントを防止するため、苦情相談窓口を設置し

ています。 

イ ハラスメント防止に係る研修会を開催し職員に啓発します。 
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数値目標 

本町の現状分析の結果や国からの助言等を踏まえ、以下の数値目標を定めま

した。目標が達成できるよう、本計画に沿って各種取組みを実施します。また、

年１回、町のホームページにおいて数値目標の達成状況を公表します。 

 

 

内容 現状（令和６年度） 目標（令和１２年度） 

男性職員の出生後 1年以内

育児休業取得率 
５０％ ８０％ 

 

 

内容 現状（令和６年度） 目標（令和１２年度） 

男性職員の配偶者出産休暇

取得率 
１００％ １００％ 

 

 

内容 現状（令和６年度） 目標（令和１２年度） 

男性の育児参加休暇取得率 ０％ ５０％ 

 

 

内容 現状（令和６年度） 目標（令和１２年度） 

職員１人当たり時間外勤務

年間平均時間数 
１１６時間 １１０時間 

 

 

内容 現状（令和６年度） 目標（令和１２年度） 

職員１人当たり年次有給休

暇平均取得日数 
１２．２日 １３．０日 

 

 

内容 現状（令和６年度） 目標（令和１２年度） 

管理的地位にある職員（課長

相当職）に占める女性割合 
６．２５％ ２５．０％ 

 


